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社会福祉法人の設立について（平成 29 年 4 月 1 日以降） 
 
 社会福祉法人は、老人ホームの経営等の社会福祉事業を行うことを目的として、社会福

祉法の定めるところにより設立される法人です。社会福祉施設の設置についての都道府県

知事又は市長の認可と併せて、その社会福祉施設を経営する社会福祉法人の設立について

所轄庁の認可を受けることが必要です。 

  社会福祉法人の所轄庁は、都道府県知事又は市長（法人の行う事業が２以上の地方厚生

局の区域にわたった上で、特定の要件を満たす法人は厚生労働大臣）です。 

 

１．社会福祉法人の設立 

（１）評議員 

① 評議員の員数 

評議員の数は、理事の員数を超える数です（法第 40 条第 3項）。理事の員数は 6

名以上となりますので、評議員は 7名以上となります。 

② 評議員の選任及び解任方法 

評議員の選任及び解任の方法については、法第 31 条第 1項第 5号において、法人

が定款で定めることとしていますが、同条第 5 項において理事又は理事会が評議員

を選任・解任する旨の定めは無効とされています。定款で定める方法としては、外

部委員が参加する機関を設置し、この機関の決定に従って行う方法等があります。 

③ 社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者 

社会福祉法人の評議員については、法第 39 条において「社会福祉法人の適正な運

営に必要な識見を有する者」のうちから選任することとしており、法人において「社

会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」として適正な手続により選任さ

れている限り、制限を受けるものではありません。 

④ 評議員の兼職禁止 

評議員は、理事及び監事の選任・解任を通じて、理事等の業務執行を監督する立

場にあるため、自らが評議員を務める法人の理事、監事又は職員を兼ねることはで

きません（法第 40 条第 2項）。 

 

（２）理事 

① 理事の員数 

  理事の員数は、6名以上です（法第 44 条第 3項）。 

② 理事の選任及び解任方法 

社会福祉法人制度においては、評議員会が必置の議決機関として位置付けられ、

理事の選任・解任の決議は評議員会で行うこととなります（法第 45 条の 4第 1項）。  

なお、解任については、次のいずれかに該当する場合に限り、評議員会の決議によ

って、解任することができることとしています（法第 45 条の 4第 1項）。 

・ 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

・ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき 
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③ 理事の資格要件 

理事のうちには、次に掲げる者が含まれなければなりません（法第 44 条第 4項）。 

・ 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者（同項第 1号） 

・ 当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者

（同項第 2号） 

・ 当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者（同

項第 3号） 

  ④ 理事長の職務及び権限等 

理事長は、理事会の決定に基づき（法第 45 条の 13 第 2 項第 1 号）、法人の内部

的・対外的な業務執行権限を有します（法第 45 条の 16 第 2 項第 1号）。 

具体的には、理事会で決定した事項を執行するほか、法第 45 条の 13 第 4 項に掲

げる事項以外の理事会から委譲された範囲内で自ら意思決定をし、執行します。そ

して、対外的な業務執行をするため、法人の代表権を有します（法第 45 条の 17 第

1 項）。 

理事長は、3 か月に 1 回以上（定款で、毎会計年度に 4 ヶ月を超える間隔で 2 回

以上とすることが可能）、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければなら

なりません（法第 45 条の 16 第 3 項）。 

 

（３）監事 

① 監事の員数 

    監事の員数は、2名以上です（法第 44 条第 3項）。 

② 理事の選任及び解任方法 

    理事と同様ですが、理事による、監事の選任に関する議案の評議員会への提出に

対する監事の同意又は請求については、監事の過半数をもって決定することになり

ます（法第 43 条第 3項において準用する一般法人法第 72 条）。 

③ 監事の資格要件 

監事には、次に掲げる者が含まれなければなりません（法第 44 条第 5項）。 

・ 社会福祉事業について識見を有する者（同項第 1号） 

・ 財務管理について識見を有する者（同項第 2号） 

④ 監事の兼職禁止 

監事は、当該社会福祉法人の理事又は職員を兼ねることができません（法第 44 条

第 2項）。 

 

（４）その他評議員・役員（理事・監事）に関する事項 

① 関係行政庁の職員が法人の評議員又は役員となることは法第６１条に規定する公

私分離の原則に照らし適当でないので、差し控えることとなります。ただし、社会

福祉協議会にあっては、評議員又は役員の総数の５分の１の範囲内で関係行政庁の

職員が、その評議員又は役員となっても差し支えないこととなります。 

② 所轄庁退職者が評議員又は役員に就任する場合においては、法人における評議員

又は役員の選任の自主性が尊重され、不当に関与することがないよう、所轄庁にお
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いては、法人との関係において適正な退職管理を確保することとなります。 

③ 実際に法人運営に参画できない者を、評議員又は役員として名目的に選任するこ

とは適当でありません。 

④ 地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に、理事長に就任したり、評議

員又は役員として参加したりすることは適当でありません。 

⑤ 暴力団員等の反社会的勢力の者は、評議員又は役員となることはできません。 

 

（５）会計監査人 

前年度の決算における法人単位事業活動計算書（第 2 号第 1 様式）中の「サービス活

動増減の部」の「サービス活動収益計」が 30 億円を超える法人又は法人単位貸借対照表

（第 3号第 1様式）中の「負債の部」の「負債の部合計」が 60 億円を超える法人（施行

令第 13 条の 3）は、会計監査人（公認会計士・監査法人）の設置が義務付けられていま

す。 

 

監事

理事会

評議員

評議員会

監査

報告（不整な点があった場合）

諮問機関

理事会の設置や権限
に関する規定がない

理事長

諮問 意見

理事

理事長

監事

会計監査人
（一定規模以上
の法人は必置）

選定、解職

理事

理事会

評議員

評議員会

選任、解任

報告
監
査

説明
（求めに応じ）

説明（求めに応じ）

法人運営に係る
重要事項の
議決機関

改正前 改正後

・業務執行の決定
・理事の職務執行の監督 法人の代表、

業務の執行

理事の職務
執行の監査

社会福祉法人における各機関
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評議員会・理事会の位置付け等

理事会（必置） 評議員会（必置）

位置付け 業務執行の決定機関

○以下の職務を行う。（法第45条の13第2項）
・社会福祉法人の業務執行の決定
・理事の職務の執行の監督
・理事長の選定及び解職

運営に係る重要事項の議決機関

○社会福祉法に規定する事項及び定款で定めた
事項に限り、決議することができる。（法第
45条の8第2項）

決議事項 ・評議員会の日時及び場所並びに議題・議案の
決定

・理事長及び業務執行理事の選定及び解職

・重要な財産の処分及び譲受け

・多額の借財

・重要な役割を担う職員の選任及び解任

・従たる事務所その他の重要な組織の設置、変
更及び廃止

・コンプライアンス(法令遵守等)の体制の整備
※一定規模を超える法人のみ

・競業及び利益相反取引

・計算書類及び事業報告等の承認

・理事会による役員、会計監査人の責任の一部
免除

・その他の重要な業務執行の決定

・理事、監事、会計監査人の選任

・理事、監事、会計監査人の解任★

・理事、監事の報酬等の決議

・理事等の責任の免除（全ての免除（※総評議
員の同意が必要）、一部の免除）★

・役員報酬等基準の承認

・計算書類の承認

・定款の変更★

・解散の決議★

・合併の承認（吸収合併消滅法人、吸収合併存
続法人、法人新設合併）★

・社会福祉充実計画の承認

・その他定款で定めた事項

★：法第45条の9第7項の規定により、議決に加わることが
できる評議員※の三分の二（これを上回る割合を定款
で定めた場合にあつては、その割合）以上に当たる多
数をもつて決議を行わなければならない事項
※ 出席者数ではなく、評議員の全体の数が基準となる。 1  

 

 

評議員会、理事会、評議員選任・解任委員会の関係

評議員会
（理事の員数以上）

理事会
（理事６名以上）

評議員選任・解任
委員会

（監事○名・事務局員○名・外部
委員○名）

○外部委員等の選任
○評議員候補者の推薦の提案
○評議員の解任の提案

○評議員の選任・解任

○役員候補者の推薦の提案
○役員の解任の提案

○役員の選任・解任

＜業務執行機関＞

＜議決機関＞

理事長

※ 人数については、法人の規模等
に応じて、各法人において判断す
る（外部委員を含む３名以上）。
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（６）資産 

社会福祉法人の設立に必要な資産には、基本財産とその他財産、公益事業用財産（公

益を目的とする事業を行う場合に限る。）及び収益事業用財産（その収益を社会福祉事

業若しくは公益事業の経営に充てることを目的とする事業を行う場合に限る。）とがあ

ります。 

基本財産とは、社会福祉事業を行うに必要な土地、建物等の資産をいい、これらは、

法人所有でなければなりません。（ただし、①国や地方自治体から土地や建物の貸与を

受ける場合や、②都市部等極めて土地の取得が困難な地域において、国又は地方公共団

体以外の者から土地の貸与を受け、その土地について事業の存続に必要な期間の地上権

又は賃借権を設定し、かつこれを登記した場合には、法人所有とする必要はありません。

さらに、特別養護老人ホームを設置する場合等においては、法人の資産要件について特

例が設けられています。） 

なお、建物については、国庫補助金、独立行政法人福祉医療機構からの融資など、建

設に際して活用できる制度があります。 

その他財産とは、施設の運営に必要な資産のことで、法人の設立に際しては、施設の

年間事業費の１２分の１（介護保険法上の事業等を主として行う法人を設立する場合に

あっては、１２分の２）以上に相当する額を、現金、預金等で準備しておく必要があり

ます。 

公益事業用財産とは、公益事業（公益を目的とする事業であって、社会福祉事業以外

の事業をいう。なお、社会通念上は公益性が認められるものであっても、社会福祉と全

く関係のないものを行うことは認められない。）の用に供する財産であり、他の財産と

区分して管理する必要があります。 

収益事業用財産とは、収益事業（法人が行う社会福祉事業又は公益事業の財源に充て

るため、一定の計画の下に収益を得ることを目的として反復継続して行われる事業）の

用に供する財産であり、他の財産と明確に分離して管理する必要があります。 

 

（７）手続 

認可申請の手続きは、設立代表者が、定款、事業計画、予算書、各種書類等を整え、

都道府県知事又は市長に提出します。 

施設整備の国庫補助、公益補助等の申請は都道府県又は指定都市若しくは中核市に協

議することとなりますので、法人の設立手続と並行して手続きが進められる必要があり

ます。なお、施設の建設については、都道府県又は指定都市若しくは中核市の施設整備

計画に合致しない限り認められませんので、事前に十分協議を重ねておくことが重要で

す。 

所轄庁の認可がおりた後は、速やかに所管の登記所に登記することにより、法人が成

立することになります。 

 

２．社会福祉法人運営上の手続 

（１）法人の運営に際しては、定款記載事項の変更、基本財産の処分、基本財産を担保に

供する等の事態が生ずることがありますが、これらについても所轄庁の認可（又は承認）
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がなければ認められません。（法第 45 条の 36 の 2、社会福祉法人審査基準） 

 

（２）法人の資産に変更があった場合は毎会計年度終了後３月以内に、名称、理事長、所

在地、目的に変更があった場合はその都度、２週間以内に変更登記をすることが義務

付けられています。（組合等登記令 第 3条） 

 

（３）理事、監事及び評議員に対する報酬等支給基準 

理事、監事及び評議員に対する報酬等について、厚生労働省令で定めるところにより、

民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該社会福祉法人の経理の状況その他の

事情を考慮して、不当に高額なものとならないような支給の基準を定めなければならな

りません（法第 45 条の 35 第１項）。 

なお、この報酬等の支給の基準は、評議員会の承認を受けるとともに（法第 45 条の

35 第 2 項）、公表しなければなりません（法第 59 条の 2第 1項第 2号）。 

 

（４）社会福祉充実残額・社会福祉充実計画 

毎会計年度、社会福祉充実残額（再投下財産額）を算定し、社会福祉充実残額がある

法人は、社会福祉事業又は公益事業の新規実施・拡充に係る計画の作成をすることが必

要となります。 

○ 社会福祉法人が保有する財産については、事業継続に必要な財産（控除対象財産）を控除した上で、
再投下対象財産（社会福祉充実財産）を明確化する。
○ 社会福祉充実財産が生じる場合には、法人が策定する社会福祉充実計画に基づき、既存事業の充実
や新たな取組に有効活用する仕組みを構築する。

【活用可能な財産】

資産から負債（借入金等）
や基本金を控除し、現に活
用可能な資産を算出。

【①事業用不動産等】

事業継続に必要な財産
（＝控除対象財産）

社会福祉事業等に活
用している不動産の
帳簿価格。

「社会福祉充実計画」を策定
し、計画的に、既存事業の充
実又は新規事業に活用。

資産－負債－基本金
－国庫補助等特別
積立金

年間支出の３月分

財産目録上の事業用
不動産等の合計額

減価償却累計額×建設単価等
上昇率×自己資金比率（22％） 等

第１順位：社会福祉事業 地域公益事業
第２順位：地域公益事業 第３順位：公益事業

施設の将来の建替とそ
れまでの間の大規模修
繕に係る費用等

【③運転資金】

【②将来の建替費用等】

（社会福祉充実財産の使途は、以下の順に検討の上、法人が策定する社会福祉充実計画に基づき、既存事業の充実や新たな事業に再投資）

緊急な支払い等に備
えるための運転資金

【社会福祉充実計画の策定】

社会福祉充実
財産が生じた
場合のみ

【再投下対象財産】
（社会福祉充実財産）
※ 法律上は社会福祉充実残額

社会福祉充実残額・社会福祉充実計画

1  
 

（５）社会福祉法人が作成する書類等 

  社会福祉法人は、下表のとおり、決算関係書類等を作成し、備置き・所轄庁への届出

・公表（インターネットによる）を行うことが必要になります。 
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社会福祉法人の書類等について
作成 備置き・閲覧 所轄庁への届出 公表

有
無

根拠規定
有
無

根拠規定
有
無

根拠規定
有
無

根拠規定

計
算
書
類
等

計算書類（貸借対照表・事業活動計算書・
資金収支計算書）

○ 法第45条の27第2項 ○
法第45条の32第1
項・第2項

○ 法第59条第1号 ○
法第59条の2第1項第
3号・省令第10条第3

項第1号

計算書類の附属明細書 ○ 法第45条の27第2項 ○
法第45条の32第1
項・第2項

○ 法第59条第1号 －

事業報告
（法人の状況に関する重要な事項等）

○ 法第45条の27第2項 ○
法第45条の32第1
項・第2項

○ 法第59条第1号 －

事業報告の附属明細書
（事業報告の内容を補足する重要な事項）

○ 法第45条の27第2項 ○
法第45条の32第1
項・第2項

○ 法第59条第1号 －

監査報告（会計監査報告を含む） ○ 法第45条の28 ○
法第45条の32第1
項・第2項

○ 法第59条第1号 －

財
産
目
録
等

財産目録 ○
法第45条の34第1項

第1号
○

法第45条の34第1項
第1号

○ 法第59条第2号 －

役員等名簿
（役員等の氏名及び住所を記載した名簿）

○
法第45条の34第1項

第2号
○

法第45条の34第1項
第2号

○ 法第59条第2号 ○
法第59条の2第1項第
3号・省令第10条第3

項第2号

報酬等の支給の基準を記載した書類
（役員等報酬等支給基準）

○
法第45条の34第1項

第3号
○

法第45条の34第1項
第3号

○ 法第59条第2号 ○
法第59条の2第1項第

2号

事業の概要
等

現況報告書 ○

法第45条の34第1項
第4号・省令第2条の
41第1号～第13号及

び第16号

○

法第45条の34第1項
第4号・省令第2条の
41第1号～第13号及

び第16号

○ 法第59条第2号 ○
法第59条の2第1項第
3号・省令第10条第3

項第2号

事業計画書 △
法第45条の34第1項
第4号・省令第2条の

41第15号
△

法第45条の34第1項
第4号・省令第2条の

41第15号
△ 法第59条第2号 －

算定シート ○
法第45条の34第1項
第4号・省令第2条の

41第14号
○

法第45条の34第1項
第4号・省令第2条の

41第14号
○ 法第59条第2号 －

社会福祉充実計画
（社会福祉充実残額がある場合のみ）

○ 法第55条の2第1項 － ○ 法第55条の2第1項 ○ 事務処理基準

※１ △は定款で作成することになっている場合
※２ 上記のほか、定款については、備置き・閲覧、公表をする必要がある。 1  


